
第Ⅲ部

ニーズをくみとり資源を新たに再編する
戦略的インフラメンテナンス

－ 50 －

第Ⅲ部では、インフラの老朽化等に対応するため、既存のインフラを新たに再編する戦略的イン
フラメンテナンスについてご紹介します。

「予防保全」への全面的転換による効率的なインフラメンテナンスや、使用するインフラメンテナ
ンス技術の発展・転換を促すとともに、産学官の知恵を集積させ、よりよいインフラ管理・運営を実
現します。

1. 戦略的インフラメンテナンス
• 「予防保全」への全面的転換による着実なインフラメンテナンスの実施
• 新技術やデータ等を活用した賢いインフラメンテナンス
• 共同発注による持続的・効率的な業務の実施
• 官民連携による効率的なメンテナンス
• インフラの集約・再編等の取組による効率化

コラム⑪：インフラメンテナンスの現場を後押し
コラム⑫：インフラメンテナンスの更なる効率化に向け、新技術の開発を促進

2. インフラメンテナンス国民会議等を通じた産学官民連携
• インフラメンテナンス国民会議
• インフラメンテナンス大賞

コラム⑬：地方公共団体のグッドプラクティス



○ 予防保全により施設を長寿命化
長寿命化により更新回数が減少

維持管理 維持管理

更新

老朽化が進行

修繕

損傷が軽微な早期段
階で修繕を実施

維持管理

維持管理

予防保全

事後保全

維持管理

老朽化が進行

更新

維持管理

維持管理維持管理

維持管理

１回目の更新
２回目の更新

１回目の更新

○ メンテナンスサイクルを確立・徹底

修繕・更新点検・診断 計画策定
点検結果を

踏まえ
必要な対策

を計画

情報の記録・活用

○ 「事後保全」から「予防保全」への転換により、将来
のコストを縮減

約12兆円

約5.2兆円 約5.2兆円
約6.5兆円

【国土交通省による将来のメンテナンスコストの推計結果】
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１．戦略的インフラメンテナンス

「予防保全」への全面的転換による着実なインフラメンテナンスの実施

○ 施設の機能や性能に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、不具合が発生する
前に対策を行う「予防保全」へ転換し、持続的・効率的なインフラメンテナンス実現を推進

－ 51 －

○ 損傷が軽微な早期段階で手当することで、施設を
長寿命化

ひび割れ補修

放置すると大規模
な修繕が必要 イメージ

塗装の塗り替え

塗装劣化や
錆の発生



１．戦略的インフラメンテナンス

〇 実用化された新技術や蓄積した膨大なデータを積極的に活用し、インフラメンテナンスの高
度化・効率化を推進

赤外線等によるコンクリートの「うき・剥離」を検査

○ ダム水中点検ロボット

ダムの堤体や機械設備等の水中部の調査に活用

新技術の活用

○ 陸上･水中レーザードローン

データの活用

Ａ市点検・
診断・補修
等データ

・・・

維持管理情報の
データ化・蓄積 点検・診断・補修等

データ
利活用

計画の見直し等
反映

データを活用した
メンテナンスサイクル

実行
B市点検・
診断・補修
等データ

水中まで計測可能なグリーンレーザーを搭載したド
ローンでの３次元測量

○ コンクリート構造物のうき・剥離
の非破壊検査技術

○ 各管理者の維持管理情報をデータ化・蓄積し、利活用可能な環境整備を支援することで、地
方自治体のインフラメンテナンスの高度化・効率化

１．戦略的インフラメンテナンス

新技術やデータ等を活用した賢いインフラメンテナンス
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１．戦略的インフラメンテナンス

〇 市町村が単独で行ってきた点検・診断業務を県や市が一括して発注することで、業務の効
率化を図るとともに業務成果の品質を確保

共同発注のメリット

・ 維持管理に必要な職員が不足している市町村の事務負担を軽減
・ 発注ロットの大型化による不調・不落の防止
・ 県や市の職員による成果のチェックにより、点検・診断結果のバラツキを防止するなど点検・診断の品質を確保

A市 B町 C村

県（土木事務所）

発注体制のイメージ

各市町村で実施していた点検・診断業務を、県や市にて一元化

道路点検業務の地域一括発注の実施状況
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一括発注を活用する自治体

１．戦略的インフラメンテナンス

共同発注による持続的・効率的な業務の実施

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
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鳥取空港運営事業

浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業

効果

概要

・ 下水処理場・ポンプ場に運営権を設定し、運営権者が維
持管理及び機械・電気設備の改築・更新を実施

86.6億円
14.4％減

600.5
億円 513.9

億円

※金額は現在価値換算後

１．戦略的インフラメンテナンス

〇 民間のノウハウや資金を事業に導入することで、メンテナンスを含む事業費を削減し、地方
自治体の負担を軽減

１．戦略的インフラメンテナンス

官民連携による効率的なメンテナンス

－ 54 －

・ 約６年間で17.3百万円のコスト削減
・ 更に、運営権者のインセンティブを働かせることで、サー
ビス向上を図る

効果

・ 空港の滑走路等の維持管理及び空港ビルの運営を一
体的に委託

・ 従来の自治体負担額からコスト削減分を差し引いた運
営交付金を交付

概要

＜収支イメージ（５年９ヶ月）＞

着陸料・停留料・土地使用料 等

（505.7 百万円）

運営交付金
（2452.8 百万円）

コスト削減
（17.3 百万円）

運営権者収益
（経営努力による増加）

（直営費用）
2975.7百万円

着陸料・停留料・土地使用料 等

（505.7 百万円）

（2470.1 百万円）

従来の
自治体負担額

本業務の
自治体負担額

• 市は運営権者から25億円の運営権対価を受取
• 事業費が20年間で86.6億円削減

維持管理と改築を一体的に行うことによる
ライフサイクルコストの縮減
（例：効率的な機器への更新による

電気代・薬品費等縮減）

ICT技術等の導入による効率化
（例：保守管理・点検業務・プロセス支援システム

導入による運転体制の最適化）

公共調達の制約を受けない設計・調達上
の工夫
（例：設計施工一体発注、

長期・一括購入、
発注・工期適正化及び平準化
市側発注事務の削減等）



１．戦略的インフラメンテナンス

集
約
化

１．戦略的インフラメンテナンス

インフラの集約・再編等の取組による効率化

－ 55 －

都市公園の集約・再編下水道の広域化

下水道処理区

現 況

汚水処理区

Ｔ
Ｔ

汚水処理の集約化のイメージ

汚水処理区の統合

Ｔ
ＴＰ

下水道処理区 汚水処理区

他の処理区から
汚泥を受け入れ
共同処理

受入

Ｔ
Ｔ

他処理区で発生した汚泥

Ｔ ：処理場 ：ポンプ場Ｐ

：処理場

処理区Ａ

T P：ポンプ場

処理区Ｂ

市町村と共同事業の計画立案、
事業の円滑な推進を図るための連絡調整

等を実施し、処理区を統合

各種取組を進めるためのガイドラインを作成し、先進事例を横展開

都市公園を集約し、イベ
ント等も実施可能なオー
プンスペースを確保

遊休市有地（団地跡地：約3,600㎡）を活用し、
都市公園を再編

処理区の統合

Ｔ
ＴＰ

処理区Ａ

処理区の統合

処理区Ｂ

公営住宅の集約・再編

集約・再編された公園[約2,000㎡]

増毛町公営住宅等長寿命化計画
を策定し、本計画に基づき、

公営住宅を再編

集約前の公園[約1,200㎡、300㎡] 老朽化の進む公営住宅

集約・再編された公営住宅

（事例：北海道増毛町）

（事例：北九州市）

（事例：北海道増毛町）
（事例：北九州市）

集約・再編等を推進するため、住民等と
の合意形成等に向けた取組を支援

８戸

従後：70戸

８戸

48戸 24戸

従前：88戸

広域化・共同化の取組を推進する事業に交
付金を重点配分するなど財政措置を実施

○ 人口減少やまちづくりの状況、施設の利用や老朽化状況を踏まえた施設の集約・再編、
広域化を通じて、インフラメンテナンスを効率化



インフラメンテナンスの現場を後押し

技術系職員がいない
市町村の割合※１，※２

約３割
いない

450団体
（25.8%）

いる
1291団体
（74.2%）

〇 全国の道路橋や下水道管きょの約７
割を市町村が管理しているなど、施設の
規模は様々ですが、多数のインフラのメン
テナンスを市町村が担っています。

〇 また、市町村の職員数は、平成８年
度から27年度の約20年間で、職員数
が約30万人減少しています。（約２割
減）

〇 その中で、インフラのメンテナンスを担う
市町村における土木部門の職員数はさ
らに速いペースで減少しており、平成８
年度から27年度の約20年間で、約3.4
万人減少しています。（約３割減）

〇 さらに、技術系職員がいない市町村の
割合が約３割存在することからも、市町
村のインフラメンテナンスに係る体制が十
分ではないというのが現状です。

〇 これらの状況を踏まえ、市町村に対して、研修の充実・強化、各分野において施設管理
者間にて課題や取組を把握・共有するメンテナンス会議の設置、民間資格の登録制度の
構築、緊急かつ高度な技術力を要する橋梁等に対する直轄診断の実施、インフラメンテナ
ンス国民会議を通じた新技術の開発・導入などの技術的支援や、防災・安全交付金など
の財政支援など、市町村のインフラメンテナンスの現場の後押しを行っています。

実際の構造物を用いた研修の様子 国、県、市町村が一同に介
して情報共有する様子

市町村が管理する橋梁の
直轄による診断

※１：地方公共団体定員管理調査結
果より国土交通省作成。また、市町村と
しているが、特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築
技師として定義。平成29年度の割合。

（京都市HPより引用）

コラム⑪
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カメラを搭載したドローン
等で橋梁の損傷写真を
撮影

道路橋の損傷写真を撮影するドローン

カメラを搭載した車両でト
ンネル内を走行し、覆工の
変状写真を撮影

道路トンネルの変状写真を撮影する走行型ロボット

簡易型河川監視カメラ

屋外に容易に設置可能
な簡易型の河川監視カメラ
により、河川管理を充実

無線式は電源や通信の
確保が困難な山間部等に
設置することができ、有線
式は電源や通信の確保が
可能な河川で、映像情報
を充実化することができる

ドローンにより損傷写真を撮影

トンネル内を走行し変状写真を撮影

インフラメンテナンスの更なる効率化に向け、
新技術の開発を促進

撮影した写真の例

撮影した写真の例

簡易型河川監視カメラの
現地試験の状況

簡易型河川監視カメラの
設置イメージ

インフラメンテナンスの効率化のためには積極的に新技術の開発に取り組むとともに、現場で
の活用、普及を図っていくことが必要です。
ここでは、現場での導入が期待されるインフラメンテナンスの新技術について紹介します。

コラム⑫



活動を日本全国へ
展開

〇 産学官民の技術や知恵を総動員し、グループ討議やセミナー、維持管理を効率化する技
術の現場実証等の実施を通じて、インフラメンテナンスの課題解決や効率化等を推進

会員数1,649者（平成31年１月15日時点）
企業689 行政639 団体144 個人177

自治体の課題を共有
し解決策を検討する
グループ討議

課題解決に向けた
セミナー

自治体のニーズとシーズ技術の
マッチングによる現場実証

インフラメンテナンス国民会議の目的

①革新的技術の発掘と社会実装
②企業等の連携促進
③地方自治体への支援
④インフラメンテナンスの理念の普及
⑤インフラメンテナンスの市民参画の推進

下記HPから「インフラメンテナンス国民会議」にご入会いただけます。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/index.html

革新的技術

自治体支援

技術者育成

市民参画

海外市場展開

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム

地
方
フ
ォ
ー
ラ
ム

公認フォーラム

維持管理を効率化する技術について討議 ビッグデータ活用に関するセミナー 下水道管路点検支援技術 橋梁点検支援技術（狭小部）

２．インフラメンテナンス国民会議等を通じた産学官民連携

－ 58 －

インフラメンテナンス国民会議



予防保全として排水桝
付近を清掃している様子

２．インフラメンテナンス国民会議等を通じた産学官民連携

〇 インフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰し、積極的に情報発信すること
で、インフラメンテナンスに携わる関係者に優良事例として普及を図るとともに、インフラメンテナ
ンスに対する社会の関心を高める

▲受賞者の声：「受賞後に活動の場が県外に広がっています。」

地域の橋の日常点検等できるような仕組みを構築し実施する市民参加型の取組

・国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、防衛省の６省で実施
・第１回は248件の応募に対し、28件を表彰
・第２回は205件の応募に対し、32件を表彰

下記HPにて、過去の受賞者の取組概要を発信しています。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/03activity/03_award.html 

受賞者の取組事例

情
報
発
信

インフラメンテナンス大賞表彰式

２．インフラメンテナンス国民会議等を通じた産学官民連携

インフラメンテナンス大賞

－ 59 －



青森県

「人材育成」、「劣化予測、LCC算定等が
行えるITシステム」、「それらを運用するマ
ニュアル等」の３つで橋梁の維持管理を
トータルマネジメント

トータルマネジメントシステムによる橋梁維持管理

地方自治体のグッドプラクティス

現場で、点検結果の入力・即時データベー
ス化が可能なタブレット（長岡工業高等専
門学校が開発）を活用することで、点検の
労力を大幅に削減

新潟県長岡市

岩手県野田村島根県

地元企業、小中学校、商工会等の様々な
主体が連携・協働し、公園を維持管理する
持続可能な仕組みを構築

道路橋等の点検・診断等において、アドバイ
ザーを派遣し、技術支援を行う制度を創設

「タブレット」を活用したインフラメンテナンスの効率化

アドバイザー制度の創設 市民参画型維持管理の仕組みの構築

地方自治体の独自の工夫による、効率的・効果的なインフラメンテナンスの優れた取組を
紹介します。

コラム⑬
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参考

－ 62 －

社会資本整備をとりまく社会経済状況

（１）人口減少・高齢社会の到来
（２）リニア中央新幹線による鉄道一日交通圏の拡大
（３）主要国の経済成長
（４）世界の海上輸送
（５）気候変動による災害の頻発化・激甚化
（６）切迫する自然災害の現状
（７）訪日外国人旅行者数の推移等
（８）Society5.0の実現
（９）SDGs（持続可能な開発目標）の実現
（10）社会資本の老朽化の現状
（11）国土交通省関係公共事業関係費の推移（国費）



盛岡

仙台

山形

福島新潟

水戸

甲府 東京

大阪

名古屋

高知

鳥取

高松

徳島

山口
福岡

熊本

佐賀

参考 社会資本整備をとりまく社会経済状況

○ 2045年に向けて、中小都市を中心に人口減少が急速に進行。
○ 日本全国の人口は約２割・生産年齢人口は約３割減少、老年人口は約２割増加。
○ ５万人クラス都市では、人口は約４割・生産年齢人口は約半分、老年人口は約１割減少。

（２）リニア中央新幹線による鉄道一日交通圏の拡大

大阪からの
４時間到達圏

４時間到達圏を点線(現在)・実線(リニア開通後)で示す
※ 県庁所在都市を対象

東京・名古屋・大阪からの片道４時間交通圏（鉄道利用）

31 / 47 ⇒ 35 / 47
（県庁所在都市）

（出典）国土地理院 ”地理院地図電子国土Web”に加筆

名古屋からの
４時間到達圏

33 / 47 ⇒ 40 / 47
（県庁所在都市）

31 / 47 ⇒ 37 / 47
（県庁所在都市）

東京からの
４時間到達圏
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2045年
全体人口10,642万人

2015年から△16％
(△2,067万人)

全国

ピーク 2010年
12,806万人

（
人
口

単
位
：
百
万
人
）

3,387万人
（約27%）

7,728万人
（約61%）

1,595万人
（約12%）

老年人口

生産年齢人口

幼年人口

1,138万人
（約11% ）

5,584万人
（約52%）

3,919万人
（約37%）

2015年から＋16％
＋532万人

2015年から△28％
△2,144万人

2015年から△29%
△457万人

（推計値）

560万人
（約32%）

962万人
（約56%）

208万人
（約12%）

2015年
全体人口1,729万人

2045年
全体人口1,118万人

2015年から△35％
(△612万人)

５万人クラス都市

（
人
口

単
位
：
万
人
）

(注)福島県は県全体での推計しか行われていないため、集計の対象外とした。

（出典）2010年までは総務省統計局『国勢調査報告』、2015年は総務省統計局『平成27年国勢調査人口等基本集計』、全国の推計値は（平成29年推計）の出生中位（死亡中位）推計より、
5万人クラス都市の推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 （平成30年推計）より、国土交通省作成

112万人
(約10%)

515万人
(約46%)

491万人
(約44%)

2015年から△12％
△69万人

2015年から△46%
△96万人

ピーク 1985年
1,956万人

老年人口

生産年齢人口

幼年人口

（推計値）

※「人口５万人クラス都市」＝
三大都市圏、県庁所在都市を除く、人口５万人未満の市町村

2015年
全体人口12,709万人

2015年から△46％
△447万人

○ リニア中央新幹線の開通によって、鉄道利用で4時間以内に到達可能な47都道府県の県庁所在
地数は、東京で31箇所→35箇所、大阪で33箇所→40箇所に増加。

○ 国内各地間の移動時間が短くなり、三大都市圏の成長力が全国に波及。

（１）人口減少・高齢社会の到来

－ 63 －
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1.7倍

2.1倍7.3倍

6.5倍
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Russian

2.0倍

United
Kingdom

United States

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年 2023年

2003年の
潜在GDP

（実績値）

2023年の
潜在GDP

（推計値）

2023年の潜在GDP

2003年の潜在GDP

2.0兆 4.9兆
1.0兆 2.2兆

11.5兆 24.5兆

3.7兆 6.4兆

5.1兆 37.1兆

1.2兆 5.0兆
2.6兆 16.8兆

1.8兆 3.6兆

単位：購買力平価(PPPドル）

2.4倍

購買力平価（PPPドル）：ある国である価格で買える商品が他国ならいくらで買えるかを示す交換レート換算。
（出典）IMF “World Economic Outlook Database April 2018 Edition”より作成

○ 2017年までの10年間で世界の港湾におけるコンテナ取扱個数は1.6倍に増加。
日本の港湾のコンテナ取扱個数は約1.1倍であり、日本の相対的地位の低下が懸念。

（４）世界の海上輸送

（出典） THE WORLD BANK Container port traffic (TEU: 20 foot equivalent units)
UNCTAD(Container port throughput,annual)より作成

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はTHE WORLD BANKに
収集される主要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移

2017年

全世界

日本

アジア
(日本含まず)

4億7,610万TEU 7億5,270万TEU

1,916万TEU 2,190万TEU

1億8,870万TEU 3億2560万TEU

1.6倍

1.1倍

1.7倍

2007年

(億TEU)

○ 2003年からの20年で中国、インドのGDPは７倍前後の成長の見込み。
○ アジアの著しい成長に対し、日本は1.7倍。日本の相対的地位の低下が懸念。

【凡例】

順
位

港湾名
取扱量
（TEU）

1 ニューヨーク（米国） 1,947,000

2 ロッテルダム（オランダ） 1,900,707

3 香港 1,464,961 

4 神戸（日本） 1,456,048

5 高雄（台湾） 979,015

6 シンガポール 917,000

7 サンファン（プエルトリコ） 851,919

8 ロングビーチ（米国） 824,900

9 ハンブルグ（ドイツ） 783,383

10 オークランド（米国） 782,175

13 横浜（日本） 722,025

18 東京（日本） 631,505

39 大阪（日本） 253,584

46 名古屋（日本） 205,866

順
位

港湾名
取扱量
（TEU）

1 上海（中国） 40,230,000

2 シンガポール 33,670,000

3 深圳（中国） 25,210,000 

4 寧波－舟山（中国） 24,610,000

5 香港（中国） 20,760,000

6 釜山（韓国） 20,470,000

7 広州（中国） 20,370,000

8 青島（中国） 18,300,000

9 ロサンゼルス/ロングビーチ（米国） 16,890,000

10 ドバイ（アラブ首長国連邦） 15,370,000

28 東京（日本） 5,049,240

53 横浜（日本） 2,926,698

54 神戸（日本） 2,924,179

60 名古屋（日本） 2,784,109

72 大阪（日本） 2,300,000

その他

欧州
北米
日本

アジア

世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング

2017年1980年

－ 64 －
TEU（twenty-foot equivalent unit）：国際標準規格（ISO規格）の20フィート・コンテナを１とし、

40フィート・コンテナを２として計算する単位。

参考 社会資本整備をとりまく社会経済状況

（３）主要国の経済成長



（５）気候変動による災害の頻発化・激甚化

○ 時間雨量50mmを上回る大雨の回数がこの30年間で約1.4倍に増加。
○ 地球温暖化により、気温上昇が最大のシナリオでは、今世紀末の洪水発生確率は1951年～

2011年の平均と比較し、約4倍と予測。
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【1時間降水量50mm以上の年間発生回数(アメダス1,000地点あたり)】

（回/年）

時間雨量50mmを上回る大雨の回数が
この30年間で約1.4倍に増加

【地球温暖化による降雨量、洪水発生確率の変化】

地球温暖化により、気温上昇が最大のシナリオでは、
今世紀末の洪水発生確率は1951年～2011年の
平均と比較し、約4倍と予測

洪水発生確率
（変化倍率）

降雨量

2.6～4.8℃
上昇シナリオ

0.3～1.7℃
上昇シナリオ

大雨の発生件数の増加 洪水の発生確率が増加

（６）切迫する自然災害の現状

○ 全国各地で降水量が観測史上最高を記録するなど、これまでの常識を超えて自然災害が頻発・
激甚化。

・ 北海道で観測史上初の震度７を記録

・ 液状化等による宅地の被害や、大規模な山腹崩壊に
伴う河道閉塞が発生

・ 全国125地点で48時間降水量が観測史上最高を更新

・ 西日本で広域・同時多発的に河川氾濫、がけ崩れが発生

・ 台風の影響による高潮により、大阪湾では第二室戸台風
（1961年）時を上回る既往最高潮位を記録

＜被害状況＞（11月1日時点）
死者 ： 14名 家屋 ： 全半壊等50,298棟、浸水571棟
関西国際空港 ： 滑走路・ターミナル等の浸水
神戸港 ： 港湾機能の停止

【大阪市の最高潮位】

【宅地被害の状況】（北海道札幌市清田区）

0

1

2

3

4

昭和36年第二室戸台風 平成30年台風第21号

海抜+2.93m

（既往最高）

海抜+3.29m
m

・ 過去10年間に日本全国の3割以上の地点で積雪の深さが
観測史上最高を更新

最大滞留車両 : 約1,500台
車両滞留期間 : 2日17時間

【国道8号（福井県）車両滞留の状況】

＜被害状況＞(福井・石川県境)
＜被害状況＞(11月1日時点)

死者 ： 41名
家屋 ： 全半壊等10,134棟

125地点で
観測史上最高を更新

(全国の観測箇所の 約1割)

観測史上1位を更新

7月としての1位を更新

（凡例）

【2018年6月28日～7月8日における48時間降水量の最大値】

＜被害状況＞（11月1日時点）
死者 ： 224名 行方不明者 ： 8名
家屋 ： 全半壊等21,121棟、浸水30,216棟

平成30年７月豪雨 台風第21号（平成30年9月）

北海道胆振東部地震（平成30年9月） 平成30年2月の大雪

・ 福井市では「昭和56年豪雪」以来の
記録的な大雪となり、福井・石川県境付近
では大規模な車両滞留も発生

－ 65 －
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1981年～1985年
平均174回

2008年～2017年
平均238回



○ 訪日外国人旅行者数は、2018年には3,119万人に到達。

（７）訪日外国人旅行者数の推移等

2010年 2018年 2020年 2030年

861

3,119

4,000

6,000（単位：万人）

訪日外国人旅行者数の推移 訪日外国人旅行消費額の構成

（８）Society 5.0の実現
○ ネットワークの高度化、センサー等の発達により、IoT （Internet of Things）の利用が増加する

とともにデータ通信量は急速に増加。
○ IoTで全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出

す「Society 5.0」の実現を目指す。

世界のデータトラヒックの推移

出典：内閣府HP（https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html）より引用
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・世界のトラヒックは、2017年から2020年にかけて、
約2倍に増加、2020年には1ヶ月あたり228エクサ
バイトに達すると予測。

・特に、モバイルデータは同期間で約3倍と全体の成
長を上回ると予想。

全データ

うち、モバイルデータ

【世界のトラヒックの推移及び予測】
（エクサバイト/月間）

出典：総務省 平成30年版 情報通信白書より、国交省作成

Society5.0のイメージ

15,370 億円

34%

5,842 億円

13%5,839 億円

13%

3,355 億円

7%

3,487 億円

8%

5,987 億円

13%

2,573 億円

6%

2,609 億円

6%

2018年

訪日外国人
旅行消費額
（速報）

4兆5,064億円

中国

韓国台湾
香港

北米

東南アジア＋
オーストラリア

欧州
その他
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（目標）

（目標）

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html
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建設後50年以上経過する社会資本の割合

2018年3月 2023年3月 2033年3月

(%)

約63％

参考 社会資本整備をとりまく社会経済状況

○ 高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、建設後50年以
上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。

（10）社会資本の老朽化の現状

○施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、ここでは便宜的に建設後50年で整理。
○道路橋の数は約73万橋（橋長2ｍ以上の橋）。そのうち、建設年度不明橋梁の約23万橋については、割合の算出にあたり除いている。 （2017年度集計）
○トンネルの数は約1万1千本。そのうち、建設年度不明トンネルの約400本については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
○河川管理施設（水門等）の施設数は約1万施設。国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。（50年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約50年以上

経過した施設として整理している。）（2017年度集計）
○下水道管きょの総延長は約47万ｋｍ。建設年度が不明な約２万ｋｍを含む。（30年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約30年以上経過した施設として整理し、記録が

確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。）（2017年度集計）
○港湾岸壁の施設数は約5千施設（水深－4.5ｍ以深）。建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）

道路橋 トンネル 河川管理施設（水門等） 下水道管きょ 港湾岸壁

約42％

約62％
約58％

約32％

約21％
約17％

約8％
約4％

約42％

約32％
約27％

約20％

約39％

約25％

－ 67 －

○ 「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、 2015年9月の国連サミットで採
択。17の国際目標（2030年を年限）。

○ ⑨イノベーション、⑪都市などの目標に関して、持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備に取り組むことと
されている。

(出典：外務省HP(SDGsについて) より一部引用、国土交通省作成 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html)

普遍性

包摂性

統合性

参画型

透明性

先進国を含め、全ての国が行動

人間の安全保障の理念を反映
し「誰一人取り残さない」

全てのステークホルダーが役割を

社会・経済・環境に統合的に
取り組む

定期的にフォローアップ

（９）SDGs（持続可能な開発目標）の実現
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○ 近年、当初予算と補正予算を合わせると、６兆円前後で推移している。

※ 本表は、予算ベースである。
※ 平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（0.7兆円）が一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋8.7％）しているが、

この特殊要因を除けば5.0兆円（▲4.2％）である。
※ 平成21年度第１次補正予算については、執行停止分（6,517億円）を除いた額。
※ 平成23年度及び平成24年度については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※ 平成25年度は東日本大震災復興特別会計繰入れ（324億円）を含む。また、これ及び地域自主戦略交付金の廃止という特殊要因を考慮すれば、ほぼ横ばいの水準である。
※ 平成26年度については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う経理上の変更分（これまで同特別会計に計上されていた地方公共団体の直轄事業負担金等を一般会計に計上）を除いた額

（4.6兆円）と、前年度（東日本大震災復興特別会計繰入れ（324億円）を除く。）を比較すると、前年度比+1,012億円（+2.3％）である。なお、消費税率引き上げの影響を除けば、ほぼ横ばいの
水準である。

（11）国土交通省関係公共事業関係費の推移（国費）

参考 社会資本整備をとりまく社会経済状況
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平成３１年３月
国土交通省 総合政策局

未来につなぐインフラ政策




